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第一節 屋外広告物について 

 

１ 屋外広告物とは 

屋外広告物は、法第２条により「常時又は一定の期間継続して屋外で公衆に表示される

ものであって、看板、立看板、はり紙及びはり札並びに広告塔、広告板、建物その他の工

作物等に掲出され、又は表示されたもの並びにこれらに類するもの」と定義されていま

す。 

  すなわち 

(１) 常時又は一定の期間継続して表示されるものであること 

定着して表示されるものであるため、街頭で配布されるビラやチラシは屋外広告物 

には該当せず、これらは電柱や塀にはり付けられた時に初めて定着性を有し、屋外広告

物となります。 

(２) 屋外で表示されるものであること 

建物等の外側にあるものであり、屋外の不特定多数の公衆に対して表示されるもので

あるため、屋内にある広告物は屋外広告物に該当せず、例えばビル等の内側からガラス

越しに外に向けて表示される広告物は屋外広告物ではありません。 

ただし、外側から出し入れするショーウインドウの場合には、建物の外側に付属して

設けられるものとなり、屋外広告物となりますので注意が必要です。 

(３) 公衆に表示されるものであること 

単に不特定多数に対して表示されるものか否かだけでなく、建物の管理権等から総合

的に判断され、例えば閉鎖的な中庭に向かって表示されている広告物等、敷地内におい

て内側に向かって表示されている広告物は屋外広告物には該当しません。 

また、「表示」とは文字、絵、シンボルマーク等により、一定の概念やイメージが表

示されていることが必要であり、例えばベニヤ板に単に色を塗ったようなものは「表

示」にはあたりません。 

(４) 看板、立看板、はり紙及びはり札並びに広告塔、広告板、建物その他の工作物等に

掲出されるものであること 

「その他の工作物」とは、広告物の表示又は掲出の目的を持たない煙突や塀のような

ものや、工作物とはいえない岩石や樹木等を意味しており、これらを利用したものでも

屋外広告物に含まれるという趣旨となっています。 

以上４つの要件を満たすものが、内容や営利・非営利の区別なく「屋外広告物」とな

り、看板、はり紙、広告板等の典型的なものだけでなく、ネオンサイン、アドバルーン、

建物の外壁に表示されるもの等を幅広く含めた概念です。 

 

２ 屋外広告物の特徴と問題点 

屋外広告物は、情報提供手段であるため、①人が集まる場所・人が多く通過する場所に

集中する、②他の広告物より目立とうとする（より派手な色彩や形、より大きく、より高

く）という特徴があります。 

県内でも、市街地、観光地周辺、バイパス道路・高速道路の出入口周辺及び主要道路の

交差点に広告物が集中する傾向があり、周囲の景観を害することが問題とされています。 

 

３ 屋外広告物の規制の必要性 

屋外広告物は身近な情報提供手段で、それにより提供される情報には有益なものや、必

要なものがありますが、無秩序に乱立すれば、自然の風致や街の美観を損なう可能性があ

り、また、施工不完全な屋外広告物が原因となって事故等が発生し、公衆に危害を加える

恐れがありますので、規制が必要です。 
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第二節 屋外広告物条例について 

 

１ 屋外広告物の規制に係る法令 

屋外広告物の規制の根拠となる法令として屋外広告物法がありますが、これは規制に

あたっての大枠を定めたもので、実際の規制は各都道府県・政令指定都市・中核市等

（以下「各県市」という。）がその地域ごとに定める条例等に委任されており、各県市

ごとで屋外広告物の規制内容はそれぞれ異なっています。 

鳥取県では鳥取県屋外広告物条例及び鳥取県屋外広告物条例施行規則を定め、屋外広

告物の規制を行っています。 

また、平成 19年 10月１日以降の倉吉市の区域については倉吉市が定める屋外広告物

条例により、平成 24年 10月１日以降の鳥取市の区域については鳥取市が定める屋外広

告物条例により規制され、更に平成 30年４月１日以降は、鳥取市は中核市として全ての

所掌事務を行っています。 
 
 [条例等の構成] 
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２ 屋外広告物の関係法令等 

（１）主な関係法令 

法 令 主 な 規 制 内 容 

建 築 基 準 法 工作物の建築確認 

高さが４メートルを超える広告塔、広告板等 

道 路 法 道路の占用許可 

広告塔その他のこれらに類するもの、看板、旗ざお、幕、アー

チ。 

道路の上空に突き出す場合にも許可が必要。 

道 路 交 通 法 道路の使用許可 

広告板、アーチその他のこれらに類するもの 

都 市 計 画 法 地区計画の地域（地域によっては独自の基準を設定しており町

村の条例等により事前の届け出が必要な場合がある。） 

自 然 公 園 法 ① 国立公園、国定公園の特別地域内の広告物の設置許可 

② 国立公園、国定公園の特別保護地域内の広告物の設置許可 

③ 国立公園、国定公園の普通地域内の広告物の設置の届出 

風致地区内における建築

物等の規制に関する条例 

風致地区内の建築物の建築等の許可 

高さが 1.5メートルを超える工作物 

景 観 法 ・ 

鳥取県景観 形 成条 例 

景観計画区域における工作物等の建設等の届出 

・広告板、広告塔等独立設置されるもの 

・建築物及び工作物を利用する広告物 

鳥取県立自然公園条例 ① 県立自然公園の特別地域内の広告物の設置許可 

② 県立自然公園の普通地域内の広告物の設置の届出 

農 地 法 農地転用の許可 

 

(２) 土地の所有者等の承諾 

屋外広告物を表示又は設置するためには、関係法令を遵守するだけではなく、表示

し、設置する場所等が他人の所有又は管理に属するときには、それらの者の許可、認

可又は承諾が必要です。 

 

３ 屋外広告物の規制 

県では禁止地域、制限地域、禁止物件を設定し、屋外広告物を規制しています。  

（１）地域に関する規制 

県では全県を次の３地域に区分し、屋外広告物の規制を行っています。 

①禁止地域 

（条例第２条第１項） 

 特に景観の優れた地域及び安全上の理由から広告物の掲

出を禁止する地域であり、適用除外広告物（→４）を除い

て、屋外広告物の掲出が禁止されています。 

②制限地域 

（条例第３条） 

 市街地、主要道路の沿線等、無秩序な広告物の掲出を制

限する地域であり、適用除外広告物（→４）を除いて、屋

外広告物の掲出には許可が必要です。 

 また、制限地域はその地域の用途から第１種制限地域と

第２種制限地域に区分されており、それぞれ許可基準が異

なっています。第２種制限地域は商業集積地域等であり、

第１種制限地域より基準の一部が緩和されています。 

③その他の地域 屋外広告物を掲出することは原則として自由ですが、管

理不全により美観風致を害したり、公衆に対して危害を加

えるおそれがある広告物、掲出の必要がなくなった広告

物、色彩・照明等に関する基準に適合しない大型の広告物

については、条例の措置命令等の対象となります。 
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 (２) 禁止物件 （条例第２条第２項、第３項） 

屋外広告物の掲出が禁止される物件であるため、禁止地域で設置可能とされている

適用除外広告物であっても、禁止物件に該当する場合は、設置することができないこ

とがあります。 

 

４ 適用除外広告物 

他の法令の規定により表示設置されるもの、社会生活を営む上で最小限必要な広告物

等のうち一定のものは、規制の一部が適用されない（許可基準に適合することを要しな

い）広告物としています。（詳細 → 第４節） 

  適用除外広告物の種類ごとの適用除外の概要は次のとおりです。（○は設置可） 

 

適 用   

 

適用除外広告物の種類 

禁

止

地

域 

制

限

地

域 

禁

止

物

件 

道路・鉄

道からの

距離規制 
(野立のみ) 

高さ・

面積等

の制限 

許可の

要否 

法令の規定により表示設置されるもの 〇 〇 〇 なし なし 不要 

公職選挙法その他法律の定める選挙運動の

ために表示設置されるもの 

〇 〇 〇 なし なし 不要 

国の機関、地方公共団体、公共的団体がそ

の事務執行のために設置するもの 

〇 〇 〇 なし あり 不要 

季節的行事又は宗教的行事のために表示設

置するもの 

〇 〇 〇 なし なし 不要 

街灯の設置管理者が街灯に表示設置するも

の 

〇 〇 〇 なし あり 不要 

自家用広告物 〇 〇 × なし あり 不要 

自己管理地に管理目的で表示設置するもの 〇 〇 × なし あり 不要 

はり紙・はり札等 〇 〇 ×  あり 不要 

一時的又は仮説的なもの 〇 〇 × あり なし 不要 

講演会、展覧会、音楽会等のためその会場

の敷地内に表示設置されるもの 

〇 〇 × あり なし 不要 

人若しくは動物又は現に運行の用に供され

ている車両、船舶等に表示設置されるもの 

    なし 不要 

案内誘導広告物 〇 〇 × なし あり 要 

 

５ 禁止地域、制限地域、禁止物件の指定 

 (１) 禁止地域 

ア 文化財保護法の規定により指定された国宝及び重要文化財並びに鳥取県文化財保

護条例の規定により指定された鳥取県指定保護文化財の周囲で知事が指定する範囲

内にある地域 （条例第２条第１項 第１号。「知事が指定する範囲」→禁止地域告示 第１項） 

イ 古墳又は墓地 （同 第２号） 

ウ 道路、鉄道及びこれらに接続する地域で、知事が指定するもの 

    （同 第３号。「知事が指定するもの」→禁止地域告示 第２項） 
エ 東郷池及びこれらから 200メートル以内の地域（知事が指定する地域を除く。） 

（同 第４号。「知事が指定する地域」→禁止地域告示 第３項） 
オ 空港に接続する 200 メートル以内の地域で当該空港から展望できる場所(同 第 5 号) 

空港名 所在地 

美保飛行場（米子空港） 境港市小篠津町及び米子市大篠津町 の一部 

カ 都市計画法の規定により定められた風致地区（同 第 6 号） 

都市名 地区名 所在地 

米子市 湊山風致地区 米子市内町、加茂町、祇園町、久米町、西町 の一部 
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キ 鳥取県景観形成条例により指定された景観形成重点区域のうち知事が指定する地 

域 
   （同 第７号。現在該当なし） 

 

(２) 制限地域 

区 分 地 域 又 は 場 所 

第１種制限地域 第２種制限地域以外の区域 

第２種制限地域 制限地域のうち都市計画法第８条第１項の規定により、近隣商業地

域、商業地域、準工業地域又は工業地域に定められた区域 

ア 都市計画法の規定により指定された都市計画区域のうち知事が指定する区域 
   （条例第３条第１項第１号。「知事が指定する区域」→禁止地域告示 第４項） 
イ 自然公園法の規定により指定された都市計画区域のうち知事が指定する区域 

名 称  所 在 地   

大山隠岐国立公園 琴浦町、大山町、伯耆町、日野町、江府町 の一部 

山陰海岸国立公園 岩美町 の一部 

ウ 道路、鉄道及びこれらに接続する地域で知事が指定するもの 

   （同 第３号。「知事が指定するもの」→禁止地域告示 第５項） 
エ 鳥取県景観形成条例により指定された景観形成重点区域のうち知事が指定する地

域 
   （同 第４号。現在該当なし） 

 

 (３) 禁止物件 

ア 全ての広告物について表示及び広告物の掲出を禁止する物件 

① 橋りょう及び高架構造物 （条例第２条第２項 第１号） 

② 街路樹及び路傍樹 （同 第２号） 

③ 形像及び記念碑 （同 第３号） 

④ 信号機、道路標識及び道路上のさく （同 第４号） 

⑤ 郵便ポスト及び公衆電話ボックス （同 第５号） 

イ はり紙、はり札等、広告旗、立看板等の表示を禁止するもの 

① 電柱、電話柱及び街灯柱 （条例第２条第３項 第１号） 

② アーチの支柱及びアーケードの支柱 （同 第 2 号） 
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【参考】適用除外・許可の体系 

区 分 該 当 広 告 物 等  摘要 

禁 

止 

地 

域 

に 

設 

置 

で 

き 

る 

も 

の 

適 

用 

除 

外 

許 

可 

不 

要 

禁止物

件に設

置でき

るもの 

・法令の規定により設置されるもの 

・国の機関、地方公共団体、公共的団体がその事務執行のために設置するも

の（基準→規則別表第 1） 

・公職選挙法その他法律の定める選挙運動のために表示設置されるもの 

・季節的行事又は宗教的行事のために表示設置するもの 

・街灯の設置管理者が街灯に表示設置するもの（基準→規則別表第２） 
表 

示 

の 

方 

法 

等 

の 

基 

準 (
 

条 

例 

別 

表 )
 

は 

、
す 

べ 

て 

の 

広 

告 

物 

等 

に 

適 

用 

さ 

れ 

る 

。 

禁止物

件に設

置でき

ないも

の 

・自家用広告物（基準→規則別表第３第１項） 

・自己管理地に管理目的で表示設置するもの（基準→規則別表第３第２項） 

・はり紙（基準：0.13 ㎡以下）・はり札（基準：0.10 ㎡以下） 

・一時的又は仮設的なもの（基準：10 日以内） 

・講演会、展覧会、音楽会等のためその会場の敷地内に表示設置するもの 

・人若しくは動物又は現に運行の用に供されている車両、船舶等に表示設置

されるもの 

許可必

要 

・案内誘導広告物（許可基準→条例別表、規則別表第 1の２） 

制 

限 

地 

域 

に 

設 

置 

で 

き 
る 
も 

の 

適
用
除
外 

許可不要 ・上記「禁止地域に設置できるもの」の「許可不要」の区分に同じ。 

許可必要（注） 

案内誘導広告物（許可基準→条例別表、規則別表第 1の 2） 

（注）通常の広告物の許可基準は適用が除外されるが、別途、案内誘導広告

物としての許可基準に適合する必要がある。 

許可必要 

野立ての広告物 

屋上を利用する広告物等 

壁面等を利用する広告物等 

立看板等 

電柱を利用する広告板 

街灯柱を利用する広告板 

バス停留所標識を利用する広告板 

広告柱 

アーケードに添加する広告物 

横断幕 

垂れ幕 

旗、のぼり 

アーチ 

気球広告 

はり紙 

その他の広告物等 

※ゴシック体：規則で定める基準に適合する必要があるもの 

 

【個別的基準】 

広告物等の分類に応じた

許可基準を適用 

(基準→規則別表第 1) 

ただし、知事が別に定め

るものは除く(規則 4条) 

分類 
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６ 屋外広告物の許可手続 

制限地域内において屋外広告物を表示し、又は設置しようとするときは、市町村長の許

可を受けることが必要で、許可手続は概ね次のとおりです。 
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７ 屋外広告物の安全点検 （条例第７条の３） 

 広告物の落下、倒壊等による講習への危害を防止するため、令和３年４月１日より、

許可の要・不要を問わず、原則全ての広告物について安全点検の実施と点検結果の記録

を義務付けています。（立看板等の簡易な広告物を除く。） 

点検は、広告物の表示又は掲出物件の設置後及び定期的に実施してください。 

 また、一定規模以上の広告物は、落下等が重大事故となるおそれがあるため、資格者

による点検を義務付けています。 

 なお、点検を行わず、市町村の指導や命令に従わない場合、50万円以下の罰金が課せ

られることがあります。 

 

（１） 点検義務者 

 広告物の所有者、占有者、設置者、表示者及び管理者は、広告物を設置した時及

び定期的に安全点検を行う義務があります。 

 所有者又は占有者が、設置・表示・管理を屋外広告業者等に依頼して行う場合に

は、安全管理の責任の所在や点検の実施者を双方で確認し、契約等で明確にしてお

くことが必要です。 

 

（２） 点検が必要な広告物等 

① ②以外の全ての広告物（許可の要・不要を問わない。） 

      ② 点検義務のない広告物 （規則第５条の２第３項） 

    ※点検義務の対象外であっても適切に管理を行うことが必要。 

        ア 壁面等に直接塗装・シート貼りつけしたもの 

イ 建築物の壁面に切文字・箱文字を直接施工したもの（ロゴ・シンボルを含み、

全体の表示面積が 10平方メートル以下のもの。ただし、許可を要するもの及

び電飾を伴うものは除く。） 

ウ はり紙・はり札 

    エ 電柱巻付広告 

    オ 立看板 

    カ 広告幕（ただし、広告幕を外壁等に設置するための枠及び装置、支柱等の工

作物については、掲出物件として点検が必要。） 

    キ 気球広告 

 

（３） 点検資格者による点検が必要な広告物 （規則第５条の２第１項） 

 表示面積が 10平方メートルを超えるもの又は高さが４ｍ（地上から広告物の上端

まで）を超える広告物は、点検資格者による点検が必要となります。 

     点検資格者 

    ・屋外広告士 

・建築士（一・二級） 

・電気工事士（一種・二種） 

・電気主任技術者（一～三種） 

・屋外広告物点検技能講習修了者 

・広告美術技能検定合格者 
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（４） 点検時期 （規則第５条の２第４項、第５項） 

 広告物を設置した時及び定期的に点検を行ってください。 

① 広告物の設置完了時及び許可を受けた広告物の内容変更時 

② 許可期間の満了前６月以内（許可を受けた広告物） 

③ ②以外の広告物は点検を実施した日から起算して２年以内 

 

（５） 点検の方法・結果の記録 （規則第５条の２第２項） 

① 点検方法 

 鳥取県屋外広告物安全点検指針（令和２年７月３日付第 20200037148 号生活環境部長通知、以下

「指針」という。）に沿って点検を行ってください。 

 ア 点検個所 

基礎部・上部構造、支持部、取付部、広告板、照明装置など  

イ 点検内容 

指針の様式における点検結果記録票に沿って、傾斜・ぐらつき、ひび割れ、錆

び・腐食、変形、破損、ボルト・ナットのゆるみ等を点検してください。 

異常の有無の判断は、通常想定しうる環境下において点検後２年を経過するま

での間に広告物等が倒壊、剥離、破損、落下又は傾斜し、公衆に対し危害を及ぼ

す恐れのない安全なものであるかどうかという観点で行ってください。 

② 点検及び点検結果記録票の作成の対象 

 許可の要・不要に関わらず点検対象となる全ての広告物において必要です。 

③ 点検結果記録票 

 点検結果の記録は、指針の様式第１号（設置時の点検）及び様式第２号（劣化・損

傷等の点検）により行ってください。なお、複数物件を同一の者が点検を行う場合に

は、点検者等の署名等を様式第３号（一覧表）により一括して行うことができます。 

④ 点検結果記録票の保管期間 

  点検結果記録票は２年間保管する必要があります。 

⑤ 市町村への提出 

 許可を受けて設置した広告物については、設置等完了届又は許可更新申請書に点検

結果記録票を添付して市町村に提出してください。許可更新申請書に添付する点検結

果記録票は６か月以内に点検を行ったものに限ります。 
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点検の結果、異常がある場合は、周囲の安全を確保し、速やかに補修してくださ

い。許可物件である場合は、補修済みでなければ許可を取り消すこと等があります。 

 許可を要しないものは、点検結果記録票の提出は不要ですが、２年間保管してくだ

さい。 

 

 （６） 既存広告物の最初の点検期限 （附則） 

安全点検の義務化が施行される令和３年４月１日時点で既に設置されている広告

物の最初の点検期限は次のとおりです。その後、２年以内毎に点検が必要です。 

ア 令和２年度中に許可を受けて設置したもの …令和４年３月 31日まで 

イ 令和元年度以前に許可を受けて設置したもの 

 ① 令和２年４月１日に許可を更新するもの …令和４年３月 31日まで 

 ② 令和３年４月１日に許可を更新するもの …令和５年３月 31日まで 

ウ 許可が不要な物件で令和３年３月 31日までに設置したもの  

                      …令和５年３月 31日まで 
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第三節 許可の基準等 

１ 一般的基準 ･･･全ての広告物等が守らなければならない基準 （条例別表） 

(１) 広告物等が風雨、衝動等によって容易に倒壊、剥(はく)離、破損、落下等のおそ

れのあるものでないこと。 

(２) 広告物等が道路の路面上に突き出して設置される場合には、次に掲げる基準に該

当するものであること。ただし、自己の氏名等を表示するための広告物等について、

知事がやむを得ないと認めるときは、この限りでない。 （「やむを得ないと認めるとき」→平成

19 年５月 18 日付第 200700028925号通知） 
① 路面から広告物の下端までの高さが、歩道と車道の区別のない道路及び道路の

車道の部分にあっては 4.7ｍ以上、道路の歩道の部分にあっては 2.5ｍ以上である

こと。（図１ー１） 

② 突き出し部の長さが 0.6メートル（道路の歩道の部分に突き出す広告物等で路

面から広告物の下端までの高さが 4.7ｍ以上であり、かつ、建築物の構造、外観等

を勘案して美観風致上及び危害防止上支障がないと認められる場合は、1.2ｍ）以

下であること。（図１－２） 

  （注）(２)の場合、別途、道路管理者の道路占用許可を受ける（見込）ことが必要。 

     【図１－１】道路突出看板(①)    【図１－２】道路突出看板(②) 

     
 (３) 広告物等が信号機又は道路標識の効用を妨げないこと 

(４) 大型広告物（広告物の上端が地上から 10ｍを超え、かつ、表示面積(注)が 30㎡を

超える広告物等をいう。）の場合は、次の基準に適合するものであること。ただし、

第２種制限地域においては、この限りでない。 

① 彩度８以上の色（図２－１）を１面の表示面積の１／２を超えて使用しないこと。 
（図２－２） 
② 照明・ネオンその他の人工の光源を用いるときは、これらを移動・点滅・回転さ

せないこと。（図２－３） 

【図２－１】彩度（マンセル式による。Ｒ〔赤〕の色相で例示） 

       

  

 

度 

  

 （注） 印刷のため、上図の各色は実際の規格と異なります。 
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【図２－２】大型広告物の色彩規制        【図２－３】大型広告物の照明等規制 

 

※その他、広告物等が環境に調和し、良好な景観を形成し、風致を維持し、公衆に危害

を及ぼさないものとするため、以下の点に配慮すること（条例第７条の２） 

・広告物等を表示する場所の環境を考慮した色彩・意匠等とすること。 

・看板の地色は、赤、黄、黒の原色を使用しないようにすること。 

・赤色系の蛍光塗料は使用しないようにすること。 

・広告物等の正面、側面等に支柱等が突き出さないこと。 

・広告面を照らす照明は、光源の照射角度を下げ、遮蔽板等を用いる等して上空や

広告面以外に光が漏れないようにすること。 

・光源に使用するランプ等は極力露出させないこととし、必要以上の光度、輝度を

持たない仕様・設計とすること。 

  

２ 個別的基準 

  許可が必要な広告物等が守るべき基準 

   ※ただし、知事が別に定めるものは除く（規則第４条、規則別表第１） 

(１) 野立ての広告物等 

① 距離に関する基準 

 ア 道路・鉄道からの距離 

制限地域の区分 距離に関する基準 

(ア) 道路から両側 500ｍ以内、鉄道から大山側 500

ｍ以内が制限地域に指定されている場合 

道路・鉄道から 200ｍ以上離

れていること 

(イ) (ア)以外の沿線の場合（道路・鉄道と制限地

域の間に禁止地域がある場合を除く。） 

道路・鉄道から 100ｍ以上離

れていること 

 イ 広告物等相互間の距離 

 他の野立広告物等から 100ｍ以上離れていること。 

※ 家屋連担区域（→②）では、距離に関する基準は、適用しない。 

 

②  家屋連担区域における基準の緩和 

ア 適用範囲 

知事が告示で指定する地域等（家屋連担告示）のうち、道路・鉄道の一方の側にある

建築物（家屋及びこれに附属する塀・垣等）間の相互の距離が 20メートル以下

で、かつ道路・鉄道に沿って概ね 100メートル以上にわたり連接して分布してい

る場合に、野立広告物等の距離に関する基準（→①）が緩和されます。 

また、家屋連担区域に設置するものとして許可を受けている既存の野立広告物

については、建築物の撤去等により建築物の外壁等間の相互の距離が 20メートル
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を超えることとなった場合であっても、その距離が 50メートルを超えない限り、

引き続き連担の要件を満たすものとみなされます。 

イ 緩和の内容 

緩和を受けられる範囲（→ア）に設置する野立広告物等については、道路・鉄道か

らの距離等に関する基準（→①）が緩和され、家屋連担区域まで短縮できます。 

ただし、道路等の直近に掲出して差し支えないとするものではありませんので、

周辺の状況等をふまえて設置場所を選定するよう留意してください。 

ウ 野立て広告物の掲出位置 

家屋連担区域における野立広告物等の掲出位置については、各建築物の外壁等か

ら 10メートル以内の範囲とします。 

【図３】家屋連担区域 

 
 

  ③ 表示面積及び高さに関する基準（図４） 

ア 第１種制限地域の基準 

(ア)  １面の表示面積が 30㎡以下であること。 

(イ)  高さが地面から 10ｍ以下であること。 

イ 第２種制限地域の基準 

(ア) １面の表示面積が 30㎡以下であること。 

(イ) 高さが地面から 20ｍ以下であること。 

【図４－１】野立広告物の表示面積 【図４－２】集合看板の場合 

 
 ※ その他、以下の点に配慮すること 

・ 広告物を隣接して２以上（既存のものを含む。）設置することとなる場合は、

美観を配慮した高さ、配列とすること。 

・ 表示の部分の下方が、雨の跳ね返りで汚れないような高さとすること。 
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(２) 建築物、塀又は垣を利用する広告物等 

 ① 屋上を利用するもの（図５） 

区分 第１種制限地域 第２種制限地域 

ア 個数 １建築物につき１個 

 

イ 高さ 

地面から広告物を設置する場所

までの高さの１／２ 

地面から広告物を設置する場所

までの高さの２／３ 

10ｍ以下 20ｍ以下 

ウ 表示面積 120㎡以下 

【図5－1】屋上広告物  【図5－2】屋上広告物が４面からなる場合の表示面積の基準 

 

ｂ＝10ｍ以下（第２種：20ｍ以下）、かつ、

ｂ＝１／２×Ｃ以下（第２種：２／３×C

以下）ａ×ｂ＝120 ㎡以下 

 

② 壁面、塀又は垣を利用するもの（図６） 

    壁面、塀又は垣ごとに、表示面積の合計が 30㎡以下であること。 

【図６－１】壁面広告物     【図６－２】１壁面に複数表示する広告物 

    
a×b＝３０㎡以下           １面の合計面積＝３０㎡以下 

※「壁面ごと」の考え方 

基本的には広告物が表示される壁面を１面として取り扱いますが、壁面が４面を超

える建物については、広告物が表示される壁面と同一方向を向いている壁面を１面と

みなします（図６－３赤い部分）。 

その他の形状の建物については、許可申請先の市町村にお尋ねください。 

【図６－３】建物を上から見た場合 

       

※ その他、以下の点に配慮すること 

・ 突き出し広告以外は、壁面からはみ出さないようにすること。 

・ 壁面全体を覆うようなものとせずバランスのとれた大きさとすること。 

・ 同一壁面に２以上（既存のものを含む。）表示することとなる場合は、上端

又は下端の高さを同一とする。また、横に一定の間隔をあけること。 

C(設置場所までの高さ) 

a 
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・ 広告板等の下端が雨の跳ね返りで汚れないような高さに表示すること。 

・ 広告板は壁面に密着させること。 

・ 建築物に付帯していない塀又は垣には表示しないこと。 

 

（３） 立看板（図 7）                      【図 7】 

  ① 表示面積が２㎡以下であること。 

  ② 脚部を除く部分の大きさが縦２ｍ以下、横１ｍ以下 

であること。 

③ 脚部の高さが 0.5ｍ以下であること。 

  （注）道路上に設置する場合は、道路管理者の道路占用 

許可を得ること。 

   ※表示する期間は原則として１月以内とすること 

 

(４) 電柱を利用する広告板（図８） 

①  大きさが縦 1.5ｍ以下、横 0.5ｍ以下であること。 

②  電柱に巻き付ける広告板は、地上 1.5ｍから 3.5ｍまでの範囲内に表示すること。 

③  電柱に添加する広告板は、突き出し部分の長さが 0.6ｍ以下であること。 

④  電柱に添加する広告板は道路の中心線に直角に設置するものであること。 

⑤  道路敷き以外にある電柱に添加する場合には、地面から広告板の下端までの高さ

が 2.5ｍ以上であること。 

⑥  電柱に添加する広告板は、電柱１本につき１個であること。 

⑦ 電柱に巻き付ける広告板は、電柱１本につき２個以下であり、かつ、表示面積の

合計が１㎡以下であること。 

⑧  電柱に直接塗布するものでないこと。 

【図８－１】電柱に添加する場合   【図８－２】電柱に巻き付ける場合 

 

   ※ その他、以下の点に配慮すること 

・ 使用する色彩は３色程度とすること。 

・ 赤色系の使用はアクセントとして最小限にとどめること。 

・ 主たる広告の表示の横幅は、広告板の幅の２／５以下とし、その他の表示は

広告板の下端にするようにする。 

・ 突き出し広告は、道路と反対側に突き出すようにすること。 

(５) 街灯柱を利用する広告板（図９） 

① 街灯柱に巻き付け、又は直接塗布するものでないこと。 

② 大きさが縦 1.5ｍ以下、横 0.5ｍ以下であること。 

③ 突き出し部分の長さが 0.6ｍ以下であること。 

④ 街灯柱一本につき１個であること。 

※ その他、以下の点に配慮すること 

・ 使用する色彩は３色程度とすること。 

・ 赤色系の使用はアクセントとして最小限にとどめること。 

・ 主たる広告の表示の横幅は、広告板の幅の２／５以下とし、その他の表示は広

告板の下端にするようにする。 
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・ 突き出し広告は、道路と反対側に突き出すようにすること。 

 

(６) バス停留所標識を利用する広告板（図 10） 

① 時刻表の表示板の下端に表示するものであること。 

② 表示面積が 0.2㎡以下のものであること。 

 

 (７) 広告柱（図 11） 

① 高さが２ｍ以下であること。                   

② 柱の幅又は直径が 0.2ｍ以下であること。  

【図９】街灯柱        【図 10】バス停留所標識  【図 11】広告柱 

 

        0.6ｍ以下              b 

                                                    a×b＝0.2 ㎡以下 
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(８) アーケードに添加する広告物 

① アーケードの上部に設置しないものであること。 

② 原則として１商品につき１個であること。 

③ 同一商店街においては規格を統一したものであり、その大きさは、縦が 0.5ｍ以

下、横がアーケードの梁間の１／２であること。 

   

【図 12】アーケード 

 

 

(９) 広告幕 

  ① 横断幕（図 13－１） 

ア 地面から横断幕の下端までの高さが５ｍ以上であること。 

イ 大きさが縦１ｍ以下、横１５ｍ以下であること。 

  ② 垂れ幕（図 13－２） 

ア 第１種制限地域の基準 

     大きさが縦 20ｍ以下、横１ｍ以下であること。 

イ 第２種制限地域の基準 

          大きさが縦 20ｍ以下、横 1.8ｍ以下であること。 

   【図 13－1】横断幕         【図 13－2】垂れ幕 

     

                          1ｍ以下（第 2種 1.8ｍ以下） 
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③ 旗、のぼり（図 13－３,４） 

ア 大きさが縦３ｍ以下、横１ｍ以下であること。 

イ 地面から旗又はのぼりの布等の表示する部分の上端までの高さが５ｍ以下であ

ること。 

(注）道路上に設置する場合は、道路管理者の道路占用許可を得る必要がある。 

【図 13－3】旗・のぼり    【図 13－4】道路に突き出す旗・のぼり 

 
 (10) アーチ（図 14） 

   アーチの厚さが 1.5ｍ以下であること。 

    【図 14】アーチ 

       〔側面図〕           〔平面図〕 

     

 (注) 上空を横断される道路につき、道路管理者の道路占用許可を得る必要がある。 

 

 (11) 気球広告 

   気球に吊り下げる広告物は、ネットを用いて取り付けるものであること。 
 
 
 (12) はり紙 

   表示面積が 1.5㎡以下であること。 

   ※その他、以下の点に配慮すること 

・表示する期間は原則として１月以内とすること。 

・はり紙は、のりで貼らないようにすること（容易にはがせるものであること）。 

 

 (13) その他の広告物等 

その他の広告物等については、(１)～(12)までの各広告物の許可基準との均衡を考

慮し、知事がその都度定めるところによること。 

  

 

 車   
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３ 許可の期間 

 (１) 許可期間 

屋外広告物の表示、又は屋外広告物を掲出する物件の設置の許可期間は２年を超え

てはならないこととなっています。（条例第３条第２項） 

 (２) 年度をまたがる場合の許可期間の算定方法 

  ① １年以内の許可期間となる場合 

   次のいずれかとする。 

・許可日から１年後とする。 

・許可の属する年度の３月３１日までとする。 

  ② ２年以内の許可 

   次のいずれかとする。 

・許可日から２年後とする。 

・ 許可の日の属する年度を超えて許可しようとするときは、許可の日から２年を

経過する日の前日の属する年の３月 31日までとする。ただし、許可の日が１月２

日から３月 31日までのものについては、許可の日から１年を経過する日の前日の

属する年の３月 31日までとする。 
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～デジタルサイネージによる屋外広告物について～ 

    

近年のデジタル技術の進化や社会的ニーズの高まりから屋外ディスプレイ等の電子

的な表示機器を用いた屋外広告物（デジタルサイネージ）が増加しています。 

   デジタルサイネージは、表示する情報の更新が容易で、タイムリーに情報伝達でき

るメリットがありますが、一方で「光（まぶしさ）」や「動画・音」等が景観や周辺

環境に大きな影響を与えることが指摘されています。 

   このような背景をふまえ、デジタルサイネージの設置において周辺環境に配慮をし

ていただくよう、以下のとおり推奨事項等を示します。 

 

○デジタルサイネージによる屋外広告物の設置における推奨事項 

屋外広告物におけるデジタルサイネージについては、通常の屋外広告物に係る許可

基準（P10～）を適用しますが、発光や映像を伴うデジタルサイネージの特徴による

光害や道路交通等の周辺環境への悪影響が懸念されることから、以下のとおり推奨事

項を示します。 

これらの推奨事項を参考にデジタルサイネージ広告等を計画するとともに、設置後

においても留意していただき、良好な景観形成を図っていただくようお願いします。 

 

１ 明るさ 

（１）環境省の「光害（ひかりがい）対策ガイドライン」を参考に、設置地域の環境及

び景観に配慮して輝度を調整し、特に夜間におけるまぶしさの低減や影響の低減

に努めてください。 

    夜間における広告物発光面の平均輝度の最大許容値（光害対策ガイドライン(環境省)） 

光環境類型 対象地域イメージ 最大許容値 

E１ 自然公園や里地等で、屋外照明設備等の設

置密度が低く、本質的に暗く保つべき地

域。 

自然公園、自然景

観地域、田園、里

地など 

50 ㏅／㎡ 
※cd：カンデラ 

E２ 村落部や郊外の住宅地等で、道路照明灯や

防犯灯等が主として配置されている程度で

あり、周辺の明るさが低い地域。 

郊外、田園、山間

地域の集落、町、

村など 

400 ㏅／㎡ 

E３ 都市部住宅地等で、道路照明灯・街路灯や

屋外広告物等がある程度設置されており、

周囲の明るさが中程度の地域。 

都市の周辺、都市

周辺住宅地、市街

地（工業地域）な

ど 

800 ㏅／㎡ 

E４ 大都市中心部、繁華街等で、屋外照明や屋

外広告物の設置密度が高く、周囲の明るさ

が高い地域。 

都市中心部、繁華

街、商店街、オフ

ィス街など 

1,000 ㏅／㎡ 

 
 

  

各光環境類型のイメージ（出典：光害対策ガイドライン（環境省）） 
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（２）鳥取県星空保全条例による星空保全地域においては、各地域における星空保全

照明基準を参照し、遵守してください。 

星空保全地域 

鳥取市佐治町、若桜町、八頭町、倉吉市関金町、日南町、日野町、江府町 

広告物照明器具に関する星空保全照明基準（デジタルサイネージに関わる部分の抜粋） 

広告物

照明 

器具 

照射の

方向 

 広告物本体が発光する場合※又はその内部

が発光する場合においては、その縁が広告物

の中心よりも低い位置となるよう広告物の上

部に傘その他の遮へい物を設置し、上方に光

が漏れないようにすること。 

輝度 
広告物の表面の輝度は、400cd 毎平方メー

トル以下とする。 

 

（３）周辺環境や居住者、生活者等へ与える影響を考慮し、デジタルサイネージは、

設置後も輝度を調整できる仕様にすることが望ましいと考えられます。 

 

２ 点滅・動き 

画面の切り替えは可能な限り緩やかなものとし、激しい点滅や動きは避けるよう

配慮してください。 
   （参考）アニメーション等の映像手法に関するガイドラインにおける注意事項（日本放送協会、一般

社団法人日本民間放送連盟） 

     ・映像や光の点滅は、１秒間に３回以内 

     ・コントラストの強い画面の反転は１秒間に３回以内 

 

３ 色彩 

    地色に明度の高い「白色」を用いると輝度が上がり、まぶしく感じるとともに見

え難くなることがあるため、地色は「オフホワイト」や「アイボリー」とする等の

配慮をしてください。 

    また、赤や青、黄色などの彩度の高い色の使用は最小限とし、周辺環境に配慮し

てください。 

 

４ 音 

    住宅が立ち並ぶ地域（住居系の地域など）では、原則として音は発生させないこ

ととしてください。 

    音を発生させる場合においても65dB（デシベル）を超えない程度の大きさとする

など、周辺環境に十分配慮してください。 
   ※１ 鳥取県公害防止条例における拡声器騒音の規制基準における商業系地域の基準・環境基本法上

の環境基準における幹線交通を担う道路に近接する空間の基準：70dB 

   ※２ 60dBは「普通の声」、70dBは「大きな声」と言われており、65dBはその間になります。 

※広告物本体が発光する 

場合のイメージ 

 

 

傘で 
光を遮へい 

地方都市・山村部の騒音の目安（出典）全国環境研協議会 騒音調査小委員会 
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５ 道路交通上の配慮 

    デジタルサイネージによって、自動車を運転される方の不注意を招いたり、信号

等を誤認する恐れがあるなど、信号機付きの交差点付近への設置は重大事故につな

がる可能性があるため、特に下図の範囲に設置する場合は十分に配慮してくださ

い。 

また、交差点付近へデジタルサイネージを計画される場合は、事前に設置場所を

管轄する警察署に相談すること等により、道路交通安全の確保に努めてください。 

 

６ その他 

    デジタルサイネージの光が影響を及ぼすと考えられる事業所や近隣住民には事前

に説明し、理解を得るなどして設置後のトラブルを回避するよう努めてください。 

    また、設置後の苦情・問い合わせに誠実に対応することとしてください。 

 

○デジタルサイネージによる屋外広告物の設置許可手続き 

屋外広告物におけるデジタルサイネージの設置に係る許可を申請する場合には、以

下のとおり設置場所の市町村が定める申請書及び添付書類のほか、デジタルサイネー

ジの仕様及び県推奨事項に対する確認状況がわかる資料等を添付してください。 
※以下は例示ですので、具体的な添付書類については申請先の市町村に御確認ください。 

１ 新規申請時の基本的な申請書類 

（１）屋外広告物表示許可申請書 

（２）屋外広告物の仕様書及び図面 

（３）付近見取図及び配置図 

（４）表示（設置）場所が他人の所有又は管理に属するときは、それらの者の許

可、認可、承諾等を得たことを証する書類 

（５）チェックシート（県推奨事項への適合性の確認） 

（６）表示（映像）内容及び色彩を表す資料（画像等） 

（７）その他（表示面積計算表等） 

 

２ 変更申請時の申請書類 

（１）屋外広告物表示変更許可申請書 

（２）新規申請時（直近の変更申請時）の添付書類のうち、変更となるもの 

 

  ３ 許可の変更申請が必要となる場合 

    デジタルサイネージの表示内容を変更（表示コンテンツの追加・変更・削除）す

る場合は、変更許可申請は不要です。ただし、鳥取県屋外広告物条例の第２種制限

地域以外の地域における大型広告物（広告物の上端の位置が地上から 10 メートル

を超え、かつ、表示面積が 30平方メートルを超える広告物）は、表示内容の彩度

を確認する必要があるため、変更許可申請が必要です。 

 

一般の屋外広告物の申請で 

必要となる提出書類 

※第２種制限地域：制限地域のうち都市計画法第８条第１項の規定により、近隣商業地域、商業地

域、準工業地域又は工業地域に定められた地域 
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第四節 適用除外となる広告物 

 

１ 禁止地域、制限地域、禁止物件のすべてが適用除外される広告物（条例第３条の２第１項） 

(１) 法令の規定により表示し、又は設置されるもの（同 第１号） 

  法令の規定により表示される広告物の例 

広告物の例 根拠法令 

史跡名勝天然記念物の管理に必要な標識、説明板 文化財保護法 

道路標識 道路法 

一定規模以上の建築物の建築等を行う場合の建築確認の表示 建築基準法 

建築工事の現場等への標識の表示 建設業法 

 

(２) 公職選挙法その他の法律の定めるところにより行う選挙運動のために表示し、又は

設置されるもの。（同 第２号） 

 

(３) (１)、(２)のほか、公益上、慣例上その他の理由によりやむを得ないと認められ

るもので次に掲げるもの。（同 第３号） 

① 国の機関、地方公共団体又は公共的団体(注１)がその事務執行のために(注２)表示

し、又は設置するもので別表第１に定める基準（道路等からの距離及び広告物相互

間の距離に係る基準を除く。）に適合するもの。 （規則第５条第１項 第１号） 

 

(注１)「公共的団体」 

公共団体（法令の規定に基づいてその存立目的を与えられた団体）より広い意味

で、公共的活動をする団体（法人に限らない）を含む。 
 （具体的な事例）土地開発公社、土地改良区、水害予防組合、財団法人、社団法人、学校法人、農業協

同組合、森林組合、水産業協同組合、消費生活協同組合、商工会議所等の産業経済団体、青年団、婦

人会等の文化事業団体、社会福祉法人等 

(注２)「事務執行のため」 

適用除外となるのは「事務執行のために」表示する広告物であり、掲出者が国の

機関、地方公共団体、公共的団体であってもそれだけでは適用除外の対象とはなり

ません。例えば、一般的商行為と同様とみなされるような広告物については事務執行の

ために表示される広告物には当たらないので、適用除外にはなりません。 

        （適用除外となる事例） 

・施策の普及啓発を目的とした広告物 

・公営施設や博物館等の公共的団体が運営する施設への入り口を示す広告物 

・町の入り口に表示する広域案内板や、町営スキー場の広告看板、美術館・博物館等の広告看板等、広

域の観光客にピーアールする広告物 

・公益上必要な施設又は物件に表示し、又は設置する広告物又は掲出物件で、その広告料収入を当該公

益上必要な施設又は物件の設置又は管理に要する費用に充てるもの（（例）デジタルサイネージ（電

子看板）等を設置し、公益に資する情報提供（行政情報、防災・緊急情報、イベント情報、観光地情

報等）を行うもので、一部に企業等の広告を表示することで広告収入を得て当該施設の設置又は管理

を行うもの） 

        （適用除外とならない事例） 

・町営国民宿舎等の民間の行う業務と何ら変わりのない、一般的商行為とみなされる業務 

 

※ 掲出にあたっては適用除外制度の本旨に鑑み以下のような点に注意が必要です。 

   ・屋外広告物の掲出により安全上問題が生じる場所でないこと。 

     （例）高速道路沿線、自動車専用道路沿線、トンネル周辺 等 
   ・色彩、意匠は周囲の景観とできる限り調和させること。 

② 季節的行事又は宗教行事のために表示し、又は設置するもの （同 第２号） 
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③ 街灯を設置し、又はその経費を負担する者が当該街灯に自己の氏名若しくは名称

又は商品名を表示するもので次の基準に適合するもの （同 第２号、規則別表第２） 

   【図 15】街灯柱に添加する広告物で適用除外となるもの 

 

 

ア 街灯柱に巻き付け、又は直接塗布するものでないこ

   と。 

イ 大きさは縦 1.1ｍ以下、横 0.3ｍ以下であること。 

ウ 突き出し部分の長さは 0.4m以下であること。 

エ 道路の中心線に直角に表示するものであること。 

オ 地面から広告板の下端までの高さが 4.7m以下である

   こと。 

カ 街灯柱 1本につき 1 個であること。 

 

 

 

 

２ 禁止地域、制限地域の規制のみ適用除外になる（禁止物件規定の適用は除外されな

い）広告物 （条例第３条の２第２項、規則第５条第２項、別表第３） 

(１) 自家用広告物 （条例第３条の２第２項 第１号） 

  自己の氏名、名称、店名、屋号若しくは商標又は自己の事業若しくは営業の内容を

表示するため、自己の居所又は事業所若しくは営業所に表示し、又は設置されるもの

で、表示面積の合計が 10㎡以下のもの 

 

（２）自己管理地広告物（同 第２号）         【図 16】自己管理地広告物 

  自己の管理する土地に管理上の必要に基

づき表示又は設置されるもので、以下の基

準に適合するもの。 

① 表示面積が 1.5㎡以下であること。 

② 高さが地面から 1.5m以下であること。 

③ 同一方向の広告物等が 1個であるこ

と。 

 ※ 表示の内容は、あくまで土地の管理に

 必要な範囲に限られ、他の宣伝効果を目

 的とするようなものは該当しない。ま 

 た、表示個数は必要最小限の範囲とし、

 意匠、色彩については周囲の景観と調 

 和したものとなるよう配慮すること。 

 

(３) はり紙又ははり札等で次の基準に適合するもの （同 第３号） 

①はり紙でその面積が 0.13㎡以下のもの。 

②はり札等でその面積が 0.10㎡以下のもの。 

 

(４) 一時的又は仮設的なもので表示期間又は設置期間が 10日以内のもの（同 第４号） 

 

(５) その他の広告物で（１）～（４）に準ずるもの （同 第５号、規則第５条第５項） 

① 講演会、展覧会、音楽会等のためその敷地内に表示し、又は設置されるもの 

② 人若しくは動物又は現に運行の用に供されている車両、船舶等に表示し、又は設

置されるもの 
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３ 許可を受けることで、禁止地域の規制、制限地域における野立広告物に係る規制のみ

適用除外になる広告物 （条例第３条の２第３項、条例別表、規則第４条第２項、規則別表第１の２） 

 案内誘導広告物  

自己の氏名、名称、店名、屋号若しくは商標、自己の事業若しくは営業の内容若しく

は自己の居所若しくは事業所若しくは営業所の位置（以下「自己の氏名等」という。）

を表示するための広告物又はこれを掲出する物件で、以下の基準に適合するもの（自家

用広告物 (→２(１) ）を除く。 )。 

① 制限区域においては、野立広告物に限り、かつ、制限区域として指定された道

路・鉄道からの距離基準（→第３節 ２(１)① ）を満たさないものに限る。 

② 広告物等が風雨、衝動等によって容易に倒壊、はく離、破損、落下等のおそれのあ

るものでないこと。 

④  広告物等が道路の路面上に突き出して設置される場合には、次に掲げる基準に該

当するものであること。ただし、知事がやむを得ないと認めるときは、この限りで

ない（「やむを得ないと認めるとき」→平成 19 年５月 18 日付第 200700028925号通知）。 

ア 路面から広告物の下端までの高さが、歩道と車道の区別のない道路及び道路の

車道の部分にあっては 4.7ｍ以上、道路の歩道の部分にあっては 2.5ｍ以上である

こと。（図１ー１） 

イ 突き出し部の長さが 0.6メートル（道路の歩道の部分に突き出す広告物等で路

面から広告物の下端までの高さが 4.7ｍ以上であり、かつ、建築物の構造、外観等

を勘案して美観風致上及び危害防止上支障がないと認められる場合は、1.2ｍ）以

下であること。（図１－２） 

   （注）③の場合、別途、道路管理者の道路占用許可を受ける見込みが必要です。 

④ 広告物等が信号機又は道路標識の効用を妨げるものでないこと。 

⑤ 禁止地域・制限地域として指定された道路・鉄道から原則として１ｋｍ以内に自己

の居所又は事業所若しくは営業所（当該道路・鉄道に隣接するものを除く）がある者

が、自己の氏名等を表示するために掲出する広告物等であること。 （図 17－１,２） 

⑥ 表示面積が、１面 0.5㎡以下、合計１㎡以下であること。ただし、１個の広告物等

に複数の者が表示する場合にあっては、それぞれの者につき、表示面積が１面 0.75㎡

以下、合計 1.5㎡以下であり、かつ、当該広告物等の表示面積が１面 10㎡以下、合計

20㎡以下であること。 （図 17－３,４） 

⑦ 高さが地面から３ｍ以下であること。ただし、平年において積雪の深さが３ｍ以上

（道路除雪等により堆雪の高さが３ｍ以上となる場合を含む。）となることがあると

認められる地域は除く。 （図 17－３,４） 

⑧ 当該広告物等を表示又は設置することにより、禁止地域における同一の居所又は事

業所若しくは営業所に係る広告物等が原則として３個以上になるものでないこと。 

⑨ 性風俗関連特殊営業に係る表示をするための広告物等でないこと。（「性風俗関連特殊営

業」の定義 → 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）第２条第５項） 
※ その他、広告物等が環境に調和し、良好な景観を形成し、風致を維持し、公衆に

危害を及ぼさないものとするため、以下の点に配慮すること（条例第７条の２） 

・広告物等を表示する場所の環境を考慮した色彩・意匠等とすること。 

・使用する色彩は３色程度とすること。 

・赤色系の使用はアクセントとして最小限にとどめること。 

・主たる広告の表示の横幅は、広告板の幅の２／５以下とし、その他の表示は広告

板の下端にするようにする。 

・突き出し広告は、道路と反対側に突き出すのが望ましいこと。 

・広告物等の正面、側面等に支柱等が突き出さないこと。 
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【図 17－1】禁止地域における案内誘導広告物 

    
 

【図 17－2】制限地域における案内誘導広告物（野立広告物に限る） 

    
 

【図 17－3】１事業所で表示・設置する場合 

    

 

  【図 17－4】複数の事業所が一つの広告物に表示する場合 

 ３ｍ以下 ３ｍ以下 

 

  

 

事業所Ｂ  

 ０.７５㎡以下 
 ｂ 

 

 ３ｍ 
事業所Ｃ 以下  
０.７５㎡以下 

A+B+C= 

0.75 ㎡以下×3(上限 10 ㎡)以下 

     事業所数 

a×b=0.75 ㎡以下×3(10 ㎡)以下 

        事業所数 

A+B+C= 

1.5 ㎡×3(上限 20 ㎡)以下 

  事業所数 
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第五節 違反広告物に対する措置 

 

１ 違反広告物とは 

違反広告物は、次に揚げるように設置等に関する違反広告物と、管理等に関する違反

広告物とに大きく分けることができます。 

これらの違反広告物は、除却、改修、移転その他の措置命令の対象となります。 

なお、(１)①～④は、主に禁止地域又は制限地域に指定された、いわば限られた地域

で発生する違反ですが、(１)⑤⑥及び(２)は、県内のその他の地域でも一般的に発生し

うる違反であることに留意する必要があります。 

(１) 設置等に関する違反広告物 （条例第８条第１項） 

① 禁止地域に表示又は掲出された広告物等 （条例第２条違反） 

② 制限地域に無許可で表示された広告物等 （条例第３条第１項違反） 

③ 許可を受けることなく表示内容等の変更を行った広告物等 （条例第４条第１項違反） 

④ 許可条件（変更許可条件を含む。）に違反した広告物等 （条例第３条第３項（第４条第２

項）違反） 
⑤ 表示の方法等の基準（→第３節１）に違反した広告物等 （条例第７条の４違反） 

⑥ 掲出の必要が無くなった広告物等 （条例第７条の５第１項違反） 

(２) 管理等に関する違反広告物 （条例第８条第２項） 

① 広告物等が汚染、変色等により美観風致を害し、又は害する恐れがあると認めら

れるに至ったとき 

② 広告物等が朽廃、破損等により公衆に対して危害を及ぼし、又は及ぼす恐れがあ

ると認められるに至ったとき 

 

２ 違反広告物への対応 －除却命令の場合－ 

違反広告物に対しては、概ね次のとおりに対応が行われます。なお、指導及び除却命

令は、広告物等を施工した業者（広告物の表示・設置者）だけでなく、広告主（広告物

の管理者）も対象となります。 

(１) 相手方が確知できる場合 （条例第８条） 

        違反広告物の発見   定期パトロール、周辺住民による通報 

             ↓ 

        掲出者等への指導勧告   行政指導である 

             ↓指導・勧告に従わない場合 

        弁明機会の付与   鳥取県行政手続条例に基づき不利益処分の前に相手方に弁明機会を与える 

             ↓弁明に理由がないと判断 

        除却命令   除却命令違反については、罰則規定がある 

             ↓除却命令に従わない 

        代執行手続   行政代執行法による｡代執行費用については設置者から徴収する 

 

(２) 相手方が確知できない場合 （条例第９条） 

        違反広告物の発見   定期パトロール、周辺住民による通報 

             ↓ 

        掲出者等の捜索   掲出者若しくは管理者が発見できれば①の手続にもどる 

             ↓発見できない 

        除却命令告示   30 日以内に広告物を除却すべき旨を公報により告示する 

             ↓除却されずに 30 日経過 

        除        却  
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 (３) 簡易除却 （法第７条第４項） 

はり紙、はり札等、広告旗、立看板等といった簡易な広告物については、次の①②

の場合に該当するときは、相手方に除却を命じる手続を経ず、ただちにその広告物を

除却します。 

① はり紙 

次のいずれかに該当する場合 

ア 知事の許可を受けなければならない場合に明らかに該当すると認められるにも

かかわらず、許可を受けないで、表示又は設置されているとき 

イ 適用除外広告物（→第４節）に明らかに該当しないことが認められるにもかかわら

ず、禁止された場所に表示又は設置されているとき 

ウ その他明らかに条例に違反して表示又は設置されていると認められるとき 

② はり札等、広告旗、立看板等 

①ア～ウのいずれかに該当し、かつ、管理されずに放置されていることが明らか

な場合 

 

３ 除却した広告物等の保管 

条例では除却作業は県が行うよう記述されていますが、鳥取県知事の権限に属する事

務の処理の特例に関する条例（平成 11年鳥取県条例第 35号）により、その権限は、市

町村が行うことになっています。除却した広告物は下記の要領で保管・公示したうえ

で、必要な処理を行います。 

 

(１) 広告物等を保管した場合の公示事項 （条例第９条の４） 

① 保管した広告物等の名称又は種類及び数量 

② 保管した広告物等の放置されていた場所及びその広告物等を除却した日時 

③ その広告物等の保管を始めた日時及び保管の場所 

④ 前３号に掲げるもののほか保管した広告物等を返還するため必要と認められる事

項 

 

(２) 広告物等を保管した場合の公示の方法 （条例第９条の５） 

  広告物を保管した場合、下記の方法で公示を行うとともに、保管物件一覧簿を備え

付け、いつでも関係者に自由に閲覧させなければなりません。 

① 前条各号に掲げる事項を、保管を始めた日以後同日から起算して 14日（法第８条

第３項第１号に規定する広告物にあっては、５日）を経過する日までの間、規則で

定める場所に掲示すること。 

② 法第８条第３項第２号に規定する広告物等について、前号の公示の期間が満了し

ても、なおその広告物等の所有者、占有者その他当該広告物について権原を有する

者の氏名及び住所を知ることができないときは、前条各号に掲げる事項を告示する

こと。 

 

(３) 広告物等の価額の評価方法 （条例第９条の６） 

  広告物等の価額の評価は、取引の実例価格、当該広告物等の使用期間及び損耗の

程度その他当該広告物等の価額の評価に関する事情を勘案して行うものとします。 

 この場合において、必要があると認めるときは、広告物等の価額の評価に関し専門

的知識を有する者の意見を聴くことができます。 

 

(４) 保管した広告物等を売却する場合の手続 （条例第９条の７） 

  保管した広告物等の売却は、競争入札に付して行うものとします。ただし、競争

入札に付しても入札者がない広告物等その他競争入札に付することが適当でないと

認められる広告物等については、随意契約により売却することができます。 
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(５) 公示の日から売却可能となるまでの期間 （条例第９条の８） 

① 法第７条第４項の規定により除却された広告物等 ２日 

② 特に貴重な広告物等              ３月 

③ ①②に掲げる広告物等以外の広告物等     ２週間 

 

４ 罰  則 

違反広告物を掲出するなどの条例違反をした者に対しては、30万円以下の罰金が課せ

られることがあります。 （条例第 19 条） 

また、違反広告物の除却等を命じられたにもかかわらず、これに従わない者に対して

は、50万円以下の罰金の対象となります。 （条例第 18 条） 

なお、法人の代表者、個人の屋外広告業者の代理人、使用人その他の従業者が違反行

為をした場合には、行為者を罰するほか、法人又は本人に対して、その行為に対応する

罰金刑を科します。 

 

 

第六節 屋外広告業登録制度 

 

１ 「屋外広告業」とは 

屋外広告業については、法第２条第２項により「屋外広告物の表示又は屋外広告物を

掲出する物件の設置を行う営業をいう」と定義されています。すなわち、広告主から屋

外広告物の表示又は屋外広告物を掲出する物件の設置に関する工事を請け負い、屋外で

公衆に表示することを業として行うことをいいます。営業形態が元請けであると下請け

であるとは問いません。 

このことから、直接広告物の表示又は屋外広告物を掲出する物件の設置に関する工事

を行わない広告代理業は屋外広告業には該当しませんが、いわゆる看板業や塗装業に限

るものではなく、建設業者が屋外広告物を掲出する工事を請け負う場合も、屋外広告業

に該当します。 

 

２ 屋外広告業の登録 （条例第 10条の２） 

鳥取県内で屋外広告業を営もうとする者は、県内に営業所があるかどうかにかかわら

ず、知事の登録を受ける必要があります。 

※鳥取市内で屋外広告業を営む場合は、鳥取市の手続きが必要です。 

 

(１) 登録の申請 

① 申請事項 （条例第 10条の３第１項） 

ア 氏名・住所（法人の場合、名称・代表者の氏名・事務所の所在地） 

イ 営業所の名称・所在地 

ウ 役員の氏名（法人の場合） 

エ 法定代理人の氏名・住所（申請者が未成年者の場合） 

  ※法定代理人が法人の場合、名称・代表者及び役員の氏名・事務所の所在地 

オ 業務主任者の氏名、所属する営業所 

② 申請書類の提出 （条例第 10 条の３第２項） 

ア 登録申請書 （規則 様式第２号） 

イ 誓 約 書 （同 様式第３号） 

ウ 申請者（未成年者の場合は、法定代理人）の住民票の抄本 

  ※法定代理人が法人の場合は除く。 

※個人番号・本籍地の記載のないもので申請日前３か月以内に発行されたもので最新の

状況を反映したもの 

エ 申請者（法人の場合はその役員）の略歴書 （同 様式第４号） 
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オ 登記事項証明書（法人の場合・法定代理人が法人の場合） 

カ 業務主任者の住民票の抄本 

※個人番号・本籍地の記載のないもので申請日前３か月以内に発行されたもので最新の

状況を反映したもの 

キ 資格保有者（→(６)②）であることを証する書面 

ク 登録手数料  １件 10,000円 （条例第 10条の 18） 

    ※ 県が発行する納付書等により納付してください。登録手数料の納付確認後に登録の処

理を進めます。（令和３年 10 月に証紙制度が廃止されました。） 

 

(２) 登録の実施又は拒否 

① 登録の実施 （条例第 10 条の４第１項） 

  登録申請に基づき審査し、登録拒否事由（→②）に該当していなければ、登録を実施

します。 

② 登録拒否事由 （条例第 10条の５第１項） 

次のいずれかに該当するときは、登録を拒否します。 

ア 登録申請書・添付書類の重要な事項に虚偽の記載があり、又は重要な事項の記

載が欠けているとき 

イ 登録を取り消された者が、取消し処分の日から２年を経過していない間に申請

したとき 

ウ 登録申請者（法人）が登録を取り消された場合で、処分日前 30日以内にその役

員であった者が、その処分の日から２年を経過していない間に申請したとき 

エ 営業停止期間中に申請したとき 

オ 法若しくは条例（他の都道府県・政令指定都市等の屋外広告物条例を含む。）

又はこれらに基づく処分に違反して罰金以上の刑に処せられた者がその執行が終

わり又は執行を受けなくなった日から２年を経過していない間に申請してきたと

き 

カ 申請者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第号に規定す

る暴力団若しくはその構成員又は暴力団等の利益につながる活動を行い、若しく

は暴力団等と密接な関係を有するとき 

キ 法人の場合で、その役員のうちにイ～カのいずれかに該当する者があるとき 

ク 未成年者の場合で、その法定代理人が、イ～キのいずれかに該当するとき 

ケ 県内において営業を行う営業所ごとに業務主任者を選任していないとき 

③ 通知 （条例第 10 条の４第２項、第 10 条の５第２項） 

知事は、登録の実施又は拒否のいずれの場合にも、その結果を登録申請者に通知

します。その際、拒否の場合には、拒否の理由を示します。 

④ 有効期間 （条例第 10条の２） 

登録の有効期間は、５年間です。有効期間満了後も営業を継続する場合は、更新

の登録が必要です。 （更新の登録の手続 → (１)新規登録 に準じる） 

 

(３) 登録事項の変更 

① 変更の届出 （条例第 10 条の６第１項） 

  屋外広告業者は、登録申請事項（→(１)①）に変更があったときは、変更のあった日

から 30日以内に届出書類を提出しなければなりません。 

② 届出書類の提出 （条例第 10 条の６第３項） 

ア 変更届出書 （規則 様式第５号） 

イ 誓 約 書 （同 様式第３号） 

ウ 変更のあった事項に応じ、必要となる添付書類 （同 第 10条第３項） 

変更事項 添付書類 

（個人）氏名、住所 

※申請者が未成年の場合の法定代理人も同じ 

・住民票の抄本（注） 
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・略歴書（規則 様式第４号）※法定代理人の場合のみ 

（法人）名称、代表者氏名、主た

る事務所の所在地 

※申請者が未成年の場合の法定代理人も同じ 

・登記事項証明書 

営業所の名称、所在地 

※申請者が未成年の場合の法定代理人も同じ 

・登記事項証明書 

※商業登記簿の変更を要する場合に限る 

（法人）役員の氏名 

※申請者が未成年の場合の法定代理人も同じ 

・登記事項証明書 

・略歴書（規則 様式第４号） 

業務主任者の氏名、所属営業所 
・住民票の抄本（注） 

・資格保有者(→(６)②)であることを証する書面 

（注）個人番号・本籍地の記載のないもので申請日前３か月以内に発行されたもので最新の

状況を反映したもの。海外に住所がある場合など、住民票の写しがご用意できない場

合、これに代わる書面をご提出いただきますので、事前にご相談ください。 

 

(４) 廃業等の届出 

 ① 届出義務 

届出事由 提出義務者 

屋外広告業者が死亡した場合 相続人 

法人が合併により消滅した場合 法人の代表者であった者 

法人が破産手続開始の決定により解散した場合 破産管財人 

法人が合併、破産手続開始の決定以外の理由により

解散した場合 

清算人 

県内において屋外広告業を廃止した場合 屋外広告業者 

② 登録の失効 

①の事由のいずれかに該当したときには、屋外広告業の登録は失効します。 

 

(５) 屋外広告業者登録簿 

① 調製 （条例第 10 条の４第１項） 

屋外広告業者登録簿には、登録申請事項（→(１)①）、登録年月日、登録番号を搭載

します。 

② 一般の閲覧 （条例第 10 条の７） 

  屋外広告業者登録簿は、一般の閲覧に供します。 

③ 登録の抹消 （条例第 10 条の９） 

  登録が効力を失ったとき、又は、登録の取消し処分を行ったときは、屋外広告業

者登録簿から抹消します。 

 

(６) 業務主任者の選任 

① 業務主任者の必置 （条例第 10条の 11 第１項） 

屋外広告業者は、県内において営業する営業所ごとに、業務主任者を選任しなけ

ればなりません。 

② 業務主任者の資格 （同項） 

ア 屋外広告士試験合格者 

イ 屋外広告物講習会修了者 

ウ 職業訓練で広告美術科を終了した者 

エ 職業訓練指導員（広告美術科）の免許取得者 
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オ 技能検定（広告美術科）の合格者 

カ ア～オと同等以上の知識を有すると認められる者 

※ カの場合には、知事に申請し、認定を受ける必要があります（申請様式 → 規則様

式第９号）。なお、実務経験が５年未満である者、又は過去５年間に広告物に関す

る違反があった者は、知事の認定を受けることができません。（規則第 16条第１項） 

③ 業務主任者の業務 （条例第 10条の 11 第２項） 

 次の業務を総括する業務を行う。 

ア 広告物の表示等に関する法令の遵守 

イ 広告物の表示等に関する工事の施工、安全の確保 

ウ 営業所に備える帳簿の記載に関すること 

エ ア～ウのほか、屋外広告業の業務の適正な実施の確保 

 

  （７）鳥取市内で屋外広告業を営む場合の手続き 

鳥取市では平成 30年４月１日の中核市移行に伴い、屋外広告業登録制度を実施して

いますので、鳥取市内で屋外広告業を営む場合、事前に鳥取市の屋外広告業登録を受

ける必要があります。 

鳥取県において屋外広告業の登録を受けた場合は、「特例届出制度」で鳥取市に届

け出ることで鳥取市の登録を受けたものとされます。詳しくは鳥取市のホームページ

をご覧ください 。 

 

３ 屋外広告物講習会 （条例第 10条の 10） 

知事は、屋外広告物に関する法令、施工方法等屋外広告物の表示、設置に関し知識を

修得させるため定期的に屋外広告物講習会を行うこととなっています。 

屋外広告業者は、県内で営業する場合、各営業所に必ず一人以上業務主任者（屋外広

告物講習会の修了者等）を置くことが義務づけられています。 

※鳥取市が中核市に移行した平成 30年以降は鳥取市と県が共同で開催しており、申込

先等が隔年で変更になります。（詳しくは開催決定後に県・市のホームページにて

公表します。） 

 

４ 屋外広告業者の義務 

(１) 標識の掲示 （条例第 10条の 12） 

  屋外広告業者は、営業所ごとに、公衆の見やすい場所に、次の事項を記載した標

識を掲げなければなりません。 （標識の様式 → 規則様式第１１号） 

① 氏名又は名称 

② 登録番号 

③ 代表者の氏名（法人の場合） 

④ 登録年月日 

⑤ 登録の有効期間 

⑤  業務主任者の氏名 

 

(２) 帳簿の備付け等 （条例第 10条の 12） 

① 帳簿を作成すべき広告物等の範囲 

  次に揚げる広告物等を設置又は表示したときは、その都度、１件ごとに帳票を作

成しなければなりません。 

(ア) 許可（変更許可を含む。）を受ける必要のある広告物等 

(イ) 道路の路面上に突き出して設置される広告物等 

(ウ) 大型広告物（→第３節１(４)） 

② 帳票の記載事項 （帳簿の様式 → 規則様式第 12 号） 

(ア) 注文者の氏名・名称及び住所 

(イ) 広告物等の設置・表示場所 
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(ウ) 広告物等の種類・数量 

(エ) 広告物の内容 

(オ) 設置・表示年月日 

③ 帳簿の保存等 

  帳簿は、過去５年分の帳票を一括して編集したものによります。 

 

 

５ 知事による屋外広告業の監督 

(１) 知事による処分 

  知事は、次のいずれかに該当するときは、登録の取消し、全部又は一部の営業停止

を命じることができます。 （条例第 10 条の 15） 

① 不正の手段により屋外広告業の登録を受けたとき 

② 登録拒否事由（→(２)②）に該当することとなったとき 

③ 登録事項に変更があった場合に、届出をしなかった又は虚偽の届出をしたとき 

④ 法若しくは条例（他の都道府県の屋外広告物条例を含む。）又はこれらに基づく

処分に違反したとき 

 

(２) 屋外広告業監督処分簿 

知事は、処分１件ごとに帳票を作成し、過去５年分の帳票を一括して編集した帳簿

を、県庁まちづくり課で一般の閲覧に供します。 

帳票には、次の事項を記載します。 

① 処分を受けた屋外広告業者の登録年月日・登録番号 

② 処分に係る営業所の名称・所在地 

③ 処分の根拠となる法令の規定 

④ 処分の原因となった事実 

⑤ その他参考となる事項 

 

(３) 報告の徴収、立入検査 

  知事は、特に必要があると認めるときは、県内で屋外広告業を営む者に対し、その

営業について報告を求め、職員を関係営業所へ立ち入らせて帳簿等を検査させ、関係

者に質問させることができます。 （条例第 10 条の 17） 

 

６ 罰  則 （条例第 17条～第 22 条） 

屋外広告業登録制度に関する条例規定の違反者に対しては、次のような罰則規定があ

ります。 

なお、法人の代表者、個人の屋外広告業者の代理人、使用人その他の従業者が違反行

為をした場合には、行為者を罰するほか、法人又は本人に対して、その行為に対応する

罰金刑を科します。 

違 反 内 容 罰  則 

無登録営業、不正手段による登録 

営業停止命令違反 

１年以下の懲役又は 50万円

以下の罰金 

登録事項変更届をしなかった、又は虚偽の届出をしたとき 30万円以下の罰金 

 業務主任者の選任をしなかったとき 

報告徴収、立ち入り検査への拒否 20万円以下の罰金 

廃業届をしなかったとき、 

標識（→４（１））を掲示しなかったとき、 

又は帳簿を適正に備え付けていなかったとき 

 

５万円以下の過料 

 


